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アジア・太平洋研究センター主催講演会
日　時：2019 年 1 月 11 日（金）
場　所：Q棟 5階　 51，52 会議室
テーマ：日韓関係の現状と未来
報告者：陳　昌洙（世宗研究所日本研究センター長）
　 2015 年の日韓合意に基づいて設置された和解・癒やし財団を韓国側が一方的に解
散した問題，また戦時徴用工への賃金未払い問題，さらには日本の海上自衛隊の哨戒
機に対して韓国海軍駆逐艦が火器管制レーダーを照射した問題などで日韓関係は戦後
最悪とされるほど難しい状況にある。
　このような状況を踏まえて，この講演会では，世宗研究所日本研究センター長・陳
昌洙先生をお招きし，「日韓関係の現状と未来」とのテーマでご講演いただいた。そ
の要旨は次の通りである。
1．日韓関係の実状
　昨年は 1998 年の金大中大統領と小渕恵三総理による共同宣言 20 周年に当たる年
で，日韓双方で記念行事が実施されたが，現在の日韓関係は，関係改善のために努力
するというより，互いが様子見する状況と言ってよい。もっとも，北朝鮮の非核化な
ど両国の協力が必要な状況が続いており，日韓関係以外の分野での日韓協力は活発化
している。とは言え，歴史問題など根本的問題が残されており，それに対する対応は
不可欠であるにもかかわらず，日韓両政府には今のところそうした姿勢は見えない。
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日韓関係の現状と未来（陳　昌洙）
とりわけ安倍政権は中長期的展望のなかでの韓国との協力関係に消極的で，不信感さ
え持っているように思われる。たとえば，日本の主張する開かれたインド太平洋戦略
から韓国が抜け落ち，日本外務省ホームページからも日韓関係について ‘価値観を共
有する’ という表現がなくなった。
　政治関係だけでなく，民間の韓国に対するイメージもいいとは言えない。日本を訪
問した韓国人が 700 万人を越えたのに対して，日本人の韓国訪問はかつて 500 万人に
迫った時期があったにもかかわらず 300 万人以下に減少している。
　また，徴用工被害者に対する韓国大法院の原告勝訴判決について，「韓国と，どん
な合意をしても政権が変われば立場が変わる」とする批判的意見が多く，日本政府も
国際司法裁判所（ICJ）提訴を含めてあらゆる対応を準備する，と反発を強めている。
2．日韓関係の構造的変化
　このような日韓関係の冷却化は，日韓関係の土台となってきた 1965 年体制（日韓
国交正常化以後の日韓関係を形成してきた暗黙的なルール）に再検討を迫るものと
なっている。双方の国民世論が政治に強く反映されるようになり，政府が日韓関係の
諸問題をコントロールすることが難しくなっており，経済分野での競合が大きくなっ
たため，「協力」より「競争」といった雰囲気にある。さらには相手に対する無関心
な状況も続き，日韓間の問題が放置されることによって双方の不信感を大きくしてし
まっている。
　今後の国際関係は米国と中国の 2つの陣営に分化される新冷戦の様相が深刻化する
可能性が高いが，それが激しくなれば韓国の立ち位置は難しくなる。トランプ大統領
は韓国と日本に対しても中国に対して厳しく臨むことを求めてくるだろう。だからこ
そ日本との協力関係を改めて考える必要がある。
3．日韓葛藤の管理システムが必要
　今後，韓国が東北アジアで影響力を拡大し，新しい平和体制を定着させるために
は，中国の動きを警戒する必要があるが，一方で，日本は米国との協力関係を過度に
強調することで米中の新冷戦的雰囲気を拡大させてはならない。現在の韓国は米中対
立を憂慮し，その対応に苦慮しているが，東北アジアにおける日本の役割を軽視する
傾向がある。韓国はそうした姿勢は改めなければならない。
　韓国には，韓国にとっての中国，日本の戦略的価値は何か，韓国の東北アジア政策
における優先すべき価値は何かについて冷徹な判断が必要とされる。それを土台に北
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東アジアの平和と安定の枠組みを形成するグランドデザインを提示しなければならな
い。すなわち，日本，中国を含めて，北東アジアの新しい秩序を作るパートナーとし
ての役割を果たせるような働きかけが必要とされる。そのために中国とは戦略的対話
を積極化させ，日本とは安保分野における情報交流と協力を一層活発化させなければ
ならない。また，日韓が根本的な問題を乗り越えるためにも，北東アジアにおける新
しい和解の枠組みを韓国が提示していかねばならない。そのためにも日韓関係を管理
する新たなシステムを作らなければならないのである。
（文責：平岩　俊司）
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